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社団法人 日本エルピーガス供給機器工業会 



 

はじめに 
 

平成 21 年度の世界経済を振り返ると、上期はリーマンショックをひきずり、世界的

な不況が続いた。下期に入ると、アジア諸国の成長に引っ張られる形で、先進国も緩や

かではあるが回復基調に動き出したようだ。 

わが国においては、今年 1～3 月期に株価の上昇、自動車販売台数の前年比増加とい

った回復の兆しが見られたものの、年間トータルでみると未だ停滞状況が続いている。

不景気による雇用悪化問題等に対する不満もあってか、衆議院選挙で自民党が歴史的敗

北を喫し、新たに民主党中心の連立政権が発足した。鳩山政権では、世界的な環境問題

に応える形で、首相自ら“2030 年の CO2排出量を 1990 年比で 25％削減する”と公言

し、家庭用エネルギーの削減が国民全体の大きな課題となった。 

LP ガスは、その流通形態等から「非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する

法律」の対象品目から外れることで大幅な削減目標の策定は免れたものの、政策的な位

置づけは低下する結果となった。住宅着工件数の減少や、都市ガス・電力への切替によ

り消費者が減少しているなか、追い打ちをかけられた形である。 

このような中、LP ガス業界は、業界の維持・発展に向け、(社)エルピーガス協会を

中心に、業界一丸となって保安高度化運動を展開してきた。しかし、活動とは裏腹に事

故件数は 21 年も 185 件と高止まり傾向を示した。ここ数年間続いた 200 件の大台は割

り込んだものの、死者 4 人（前年同）、負傷者 152 人（前年比 73 人増）と内容的には悪

化している。供給機器・安全機器そのものが原因となった事故はほとんどないものの、

機器に係る事故は 64 件と、決して少なくはない。 

 我々は、供給機器・安全機器メーカーとして、製品に係る事故を減少させるべく、従

来からの主張である“期限管理の徹底”、“老朽化設備の一掃”、“法令の遵守”、“メーカ

ーの説明責任の達成”等について、地区会活動を中心に継続実施してきた。 

 また、一向に減少しない消費者起因事故への対策として、消費者向け取扱説明書を作

成したほか、消費者にわかりやすい用語の調査や、供給機器・安全機器に関する消費者

向け周知資料の作成を行ってきた。 

 一方、工業会自身に関する事業としては、創立 40 周年記念式典を開催すると同時に、

公益法人改革への対応として、情報収集等を実施した。 

これらを踏まえて実施した平成 21 年度の活動を以下にまとめた。 

 

 



 

Ⅰ．調査研究事業 
 

１．生産実績調査 

供給機器に関する生産実績、月末在庫数、都道府県別出荷実績、輸出状況等につい

て集計を行い、会員企業をはじめ業界紙等関係機関へ提供した。 

 

（１）平成 21 年度 生産数量 

《表 1》参照。 

平成 21 年度の生産計画に対する生産実績は、単段調整器については、年間を通

じて順調に推移した。しかし、マイコンメータ、自動切替調整器、高圧ホース等、

その他の主力製品に関しては、第 2 四半期までは順調に推移したものの、第 3 四

半期より生産計画数を割り込み始め、更に第 4 四半期に至って徐々に低調気味と

なった。 

また、ガス栓、配管用フレキ管に関しては計画数を大幅に下回る結果となった。

これはリーマンショック以来の景気の落ち込みとその余波による住宅事情の低迷

（新規住宅着工数：平成 21 年は 788,410 戸、前年比 27.9％減）、人口減による世

帯数減、空家増等が要因と考えられるが、当初の需要予測にも甘い観測があった

ことは次年度の課題である。 

 

（２）平成 21 年度 県別出荷数量（圧力調整器、ホース類） 

《表 2》参照。 

圧力調整器、ホース類の都道府県別出荷統計について、前年度に継続して月次及

び四半期ごとに集計し、“期限管理の徹底”の進捗状況を確認する上での参考デー

タとして活用を図った。 

地域的な傾向としては前年度と同様に北海道、東北、関東等、東日本における期

限管理の状況を示す目標達成率は比較的高い傾向を示したものの、関西、中国、

四国及び九州の一部など西日本地域にあっては全般的に低い傾向を示す結果とな

った。 

 

 

 

 



《表-1》

平成２１年度　生産数量

区　　　　　分 上期 下期 合計 21年生産計画 計画達成率 前年比

ヒューズガス栓 307,654 349,137 656,791 800,000 82.1%  87.9%  

ねじガス栓 996,357 893,713 1,890,070 2,100,000 90.0%  93.9%  

可とう管ガス栓 465,333 489,259 954,592 1,100,000 86.8%  90.9%  

ガス栓　　　　　計 1,769,344 1,732,109 3,501,453 4,000,000 87.5%  91.9%  

単段調整器 ５キロ以下 280,340 205,747 486,087 490,000 99.2%  113.0%  

　　〃　　 ６キロ以上 31,656 19,877 51,533 40,000 128.8%  115.1%  

単段調整器   　 計 311,996 225,624 537,620 530,000 101.4%  113.2%  

自動切替調整器 （小型） 990,401 686,913 1,677,314 1,950,000 86.0%  100.1%  

 　　　〃　　　（中型） 57,494 46,926 104,420 105,000 99.4%  108.8%  

自動切替調整器　計 1,047,895 733,839 1,781,734 2,055,000 86.7%  100.5%  

二段減圧式調整器 17,248 14,526 31,774 30,000 105.9%  108.1%  

圧力調整器合計 1,377,139 973,989 2,351,128 2,615,000 89.9%  103.3%  

高圧ホ－ス　連結用 102,940 78,572 181,512 170,000 106.8%  108.2%  

　　〃　 　 集合用 2,372,321 1,755,603 4,127,924 4,400,000 93.8%  102.0%  

高圧ホース　　　計 2,475,261 1,834,175 4,309,436 4,570,000 94.3%  102.3%  

継手金具付低圧ホ－ス 370,899 241,915 612,814 550,000 111.4%  114.2%  

燃焼器用ホ－ス（ねじ） 180,352 219,366 399,718 500,000 79.9%  92.8%  

　  　〃　（迅速継手） 63,029 63,928 126,957 170,000 74.7%  99.1%  

燃焼器用ホース  計 243,381 283,294 526,675 670,000 78.6%  94.2%  

ホ－スバンド 2,880,000 2,640,000 5,520,000 5,500,000 100.4%  97.9%  

ガス放出防止器 8,300 6,600 14,900 20,000 74.5%  80.3%  

対震自動ガス遮断器 0 0 0 1,000 0.0%  －

配管用フレキ管(m) 1,607,610 2,310,690 3,918,300 5,000,000 78.4%  82.8%  

配管用継手 781,333 932,562 1,713,895 2,300,000 74.5%  79.6%  

逆止弁付根元バルブ 248,254 268,880 517,134 585,000 88.4%  95.4%  

ガス漏れ警報遮断装置 3,450 3,147 6,597 9,000 73.3%  92.8%  

漏洩検知部（Ⅰ）型 44,173 38,580 82,753 80,000 103.4%  115.7%  

マイコンメータ 2,619,045 1,638,542 4,257,587 4,600,000 92.6%  100.1%  

　　合　　　　計 14,428,189 12,904,483 27,332,672 30,500,000 89.6%  94.9%  



《表２》
平成２１年度県別出荷数量（調整器、高圧・低圧ホース）

都 道 府 県 単段小型 自切小型 自切中型 親子 高圧ﾎｰｽ 低圧ﾎｰｽ

1 北 海 道 43,040 73,033 2,637 2,249 30,355 19,922
2 青 森 28,581 18,249 1,284 347 11,063 27,033
3 秋 田 18,814 10,542 403 441 12,079 17,896
4 岩 手 30,470 22,740 696 739 20,030 36,395
5 山 形 13,880 22,750 427 519 10,117 20,671
6 宮 城 10,248 49,294 794 2,485 17,857 22,160
7 福 島 10,869 52,247 784 2,395 18,061 22,602
8 茨 城 9,625 66,414 1,079 2,601 18,771 17,815
9 栃 木 5,931 42,597 842 2,671 11,442 8,167

10 群 馬 11,884 43,837 783 2,072 16,219 14,275
11 埼 玉 24,853 107,347 2,479 6,201 81,782 28,194
12 千 葉 8,907 81,002 1,307 4,239 23,744 9,540
13 東 京 4,774 48,014 1,255 2,654 28,152 3,603
14 神 奈 川 11,650 95,261 1,529 6,637 85,455 11,334
15 山 梨 1,758 22,358 498 617 5,887 2,128
16 静 岡 20,046 50,397 3,601 2,087 28,294 20,460
17 愛 知 4,746 105,248 3,632 4,964 56,819 2,169
18 三 重 2,354 49,024 801 1,396 17,953 1,654
19 岐 阜 2,901 47,493 1,200 2,015 21,384 1,579
20 長 野 8,108 50,345 2,560 1,302 12,329 8,097
21 新 潟 3,988 23,506 593 403 9,432 2,211
22 富 山 6,708 25,565 251 377 8,600 4,120
23 石 川 3,980 24,632 407 855 6,339 3,163
24 福 井 3,249 12,846 175 423 2,104 4,007
25 滋 賀 6,142 19,203 241 623 10,506 4,450
26 京 都 2,190 21,237 220 413 6,396 1,383
27 大 阪 4,668 17,653 652 1,248 17,134 13,880
28 兵 庫 6,123 57,743 1,250 1,946 23,231 6,971
29 奈 良 1,061 8,876 215 468 7,231 628
30 和 歌 山 3,444 17,482 285 479 4,154 5,116
31 鳥 取 3,049 12,817 381 623 4,746 5,675
32 島 根 3,630 15,654 543 467 4,962 6,579
33 岡 山 4,341 36,963 793 1,721 17,859 3,704
34 広 島 4,471 55,178 1,171 2,541 19,295 3,312
35 山 口 10,396 23,925 554 780 7,349 17,688
36 香 川 11,180 14,756 210 739 8,155 13,676
37 徳 島 4,054 16,972 186 428 6,134 3,576
38 愛 媛 17,118 26,632 339 1,195 16,344 24,674
39 高 知 6,833 20,889 226 902 8,100 7,363
40 福 岡 26,264 53,770 1,514 3,235 37,114 21,073
41 佐 賀 5,257 11,949 378 750 7,174 5,022
42 長 崎 6,566 27,606 413 811 6,844 10,669
43 大 分 10,838 19,006 691 1,065 6,694 13,292
44 熊 本 19,894 26,749 520 1,536 12,901 25,766
45 宮 崎 15,306 14,269 478 561 6,820 17,353
46 鹿 児 島 33,053 33,658 872 1,057 15,321 42,850
47 沖 縄 25,696 13,239 1,046 444 15,531 32,063

522,938 1,710,967 43,195 74,721 824,263 595,958合　　    計



 

（３）輸出数量 

  本年度における輸出数量等は、以下のとおりである。 

① 輸出状況調査 

品 目 数 量 対前年度比 

ガス栓 2,494 23％

調整器 73,157 742％

高圧ホース 6,859 276％

逆止弁付根元バルブ 9,359 127％

配管用フレキ管（ｍ） 4,980 199％

配管用フレキ管・継手 936   37％

 

 ② 輸出相手国・地域 

ベトナム、香港、台湾、ニュージーランド、イギリス、中国、スリランカ、 

インドネシア、タイ、マレーシア、シンガポール 

 

２．LP ガス設備実態調査 

（１）供給機器に関する改善調査 

自然災害に強い供給機器の検討を行うため、塩害被害が大きいとされる新潟県佐

渡市（佐渡島）の LP ガス供給設備を調査した。 

同市の設備は、風雨にさらされて設置されているケースが多く、外観は比較的良

好な状態であった。前年度に得た仮説“風雨にさらされている機器は塩分が洗い

流されるため外観的には良好な状態を保たれる”の裏付けがとれた形である。 

次年度は、塩害地域に設置された機器（調整器）の回収調査を行い、合わせ面等、

外観からは判断できない部分の腐食状態を調査する。 

 

（２）期限管理実態調査 

適切な期限管理により消費者の安全を担保するため、都道府県別出荷数量から

都道府県毎の期限切れ率をデータ化し、改善が進んでいない地区に対し、地区

会活動を通じて改善を図った。 

(社)エルピーガス協会（旧・(社)日本エルピーガス連合会）が調査した「安全

機器普及状況調査報告」によると、小型圧力調整器は、同運動が開始された平



 

成 16 年度末で期限を超過した設備が 6.3％であったのに対し、平成 20 年度末

では 5.0％まで改善された。 

また、ガスメーターに関しては平成 16 年度末の期限切れが 0.4％であったのに

対し、平成 20 年度末では 0.3％まで改善された。 

 

（３）海外市場調査 

海外における LP ガス市場の実態や再生エネルギーとの共存実態等の調査等を目

的に、業務委員会は、平成 22 年 3 月 3 日より 10 日までの 8 日間、中欧諸国（ハ

ンガリー、クロアチア、モンテネグロ、オーストリア）を訪問した。視察・調査

結果は報告書にまとめ、今後の参考に資することとした。 

 

３．LP ガス事故分析調査 

LP ガス事故から一般消費者を保護することを目的に、経済産業省がまとめた『LP

ガス一般消費者事故集計表』の分析を行った。 

平成 20 年度の当工業会に関連する機器の事故件数は 94 件で、全事故（219 件）の

42.9％と高い割合を占めた。 

原因者別では、製造メーカー（2 件）、消費者（41 件）、販売者等（33 件）、その他・

不明（18 件）であった。 

消費者を起因とする事故は「ホース等の外れ・接続不良による事故」、「ガス栓の誤

開放による事故」が多く、共に 11 件あった。また、質量販売に関連する事故も引

き続き多く、12 件発生している。 

販売者等を起因とする事故は、「高圧ホース等の機器の接続ミスの事故」が多く 22

件、次いで「経年劣化品の放置による事故」8 件という結果だった。 

新たに対策の検討が必要な事故は見られなかったものの、前年度と同内容の事故が

多く、引き続き販売事業者及び消費者への周知活動を通じ、事故の減少に努める必

要がある。 

供給機器、消費機器ごとの製品別事故内訳は以下のとおり。 

 

 

 

 

 



 

① 平成 20 年度 LP ガス一般消費者事故（供給機器関係） 

機 器 件 数 

調 整 器 16 件 

高圧ホース 14 件 

ねじガス栓  3 件 

マイコンメータ  3 件 

漏えい検知装置  1 件 
供給管・配管 
（うち埋設管） 

46 件 
（27 件） 

容器  8 件 

バルク  3 件 

集合装置  3 件 

その他・不明  4 件 

合 計 101 件 

 

② 平成 20 年度 LP ガス一般消費者事故（消費機器関係） 

機 器 件 数 

ガ ス 栓 18 件 

燃焼器用ホース 12 件 

調整器（質量販売）  7 件 

容器バルブ（質量販売）  4 件 

容器（質量販売）  1 件 

金属フレキ管  4 件 

ゴム管・接続具 12 件 

家庭用燃焼器 34 件 

業務用燃焼器 26 件 

合 計 118 件 

 

  また、類似事故の防止対策の水平展開を目的に会員各社から提出いただいた事故報

告件数は以下のとおり。 

 

 



 

 ③ 平成 20 年度に工業会に届けられた製品別事故 

機 器 件 数 

ガ ス 栓 16 件 

調 整 器 13 件 

高圧ホース  7 件 
燃焼器用ホース 
低圧ホース  5 件 

マイコンメータ  4 件 

合 計 45 件 

 

４．新技術・新素材・新手法の調査 

（１）コージェネレーション利用施設の見学 

LP ガスによる環境貢献の可能性を調査するため、広島県廿日市市のごみ処理セ

ンター「エコセンターはつかいち」を訪問した。同所は日本初のコージェネレー

ション設備を備えた RDF 製造施設で、従来設備に比べ、エネルギー削減 30％以

上、CO2削減最大 50％、NOx 削減 40％、SOx 削減 100％を達成している。 

※RDF＝廃棄物固形燃料 

 

（２）自然エネルギー利用施設の見学 

自然エネルギー利用機器の運用実態把握と、自然エネルギーと LP ガスとの融合

の可能性の調査を目的に、神奈川県三浦市の「三浦修道院」を訪問した。同所で

は、太陽光発電、風力発電、太陽熱温水器、雨水槽、バイオマス利用等の設備を

設置しており、電気使用量の 90％以上に相当する電気を発電している。 

 

５．環境対応調査 

会員各社における CO2削減活動の 1 つとして、前年度に引き続き会員企業における

エネルギー使用量の調査を行う予定であったが、改正省エネ法との関係から年度（4

月～3 月）データを収集したほうが良いとの結論に至り、次年度へスライドするこ

ととした。 

 

 

 



 

６．行政施策調査 

会員企業への行政動向の伝達を目的に、行政施策について調査を行った。本年度

調査したものは以下の通り。 

① LP ガス一般消費者事故集計表  《別表 1》参照 

（月次 液化石油ガス保安課） 

② 消費生活用製品等による事故に関する情報提供及び業界における体制整備の要請

について    （平成 21 年 9 月 1 日 経済産業省大臣官房商務流通 通達） 

       ※消費者庁が設立され、重大事故の報告先が経済産業省から消費者庁となる 

③ 平成 22 年度 液化石油ガス販売事業者等保安対策指針 

                 （平成 22 年 3 月 29 日 原子力安全・保安院） 

 

７．工場調査 

本年度は、新規入会申請のあった企業 1 社について工場調査を実施した。 

申請会社  株式会社タケチ 

工  場  株式会社タケチ 伊予工場 

対象品目  液化石油ガス用燃焼器用ホース 

調 査 日  平成 21 年 2 月 27 日 

調査の結果、品質保証体制並びに製造工程管理、設備管理面等において適正な管理

が行われていると判断され、第 289 回理事会（5 月開催）において当会の正会員と

して承認された。 

 

８．その他調査 

各種事業の参考資料として活用するため、定期的に新築住宅等、業界に関する情報

収集を行い、関係委員会に配布した。 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

Ⅱ．規格・基準の策定事業 
 

１．JLIA 基準の検討 

供給機器・安全機器の適切な設置方法、使用方法、維持・管理方法等を広く周知す

ることにより、一般消費者の安全を担保することを目的に、以下の JLIA 基準を制

定した。また、圧力調整器の見直しを開始した。 

① JLIA－E 遮断装置（平成 21 年 12 月制定） 

② JLIA－F ガス放出防止器（平成 21 年 12 月制定） 

 

２．予見可能な誤使用事故対策の検討 

（１）交換容易な供給機器の研究 

 ① 交換容易なガス栓（e ガス栓） 

老朽化したガス栓による事故を撲滅することを目的に開発した交換の容易なガ

ス栓（e ガス栓）の法的認知のため、経済産業省・製品安全課と協議を行った。

製品安全課から、販売事業者からの要求を明確にするようにとの指示があり、

次年度、確認を行うこととした。 

 

② 交換容易な角リング 

経年劣化した角リングが原因の POL 部からの漏えい事故を防止するため、交

換容易な角リングの検討を行ってきたが、実現が難しいことから、手締め POL

の O リング化について検討を行った。試験の結果、性能に問題がないことが確

認され、次年度以降、市場モニター調査を行うこととした。 

 

（２）各機器の取扱説明書、表示の見やすさの検討 

 ① 取扱説明書案の作成 

消費者保安の担保を目的に、取扱説明書案（消費者向けを含む）の見直しを行

った。平成 21 年度は、高圧ホース、燃焼器用ホース、単段式調整器、自動切

替式調整器の見直しが終了した。 

 

② 使用者に見やすい表示の検討 

適切な期限管理により経年劣化事故を防止することを目的に、保安台帳に記載

すべき事項の機器本体への表示方法について検討をした。調整器、ホース類、



 

ガス栓において方向性が決まり、次年度詳細を詰めることとした。 

 

（３）安全高度化に対応した技術基準（自主基準）の検討 

製品のレベルアップを持って経年劣化事故を減少させることを目的に、自主基準

について検討を行った。その結果、ガス栓において、自主基準 1 件、推奨基準 4

件を制定した（下記参照）。また、調整器において、自主基準案を作成し、次年度

の自主基準化に向け継続審議することとした。 

① ガス栓に係る自主基準 

・防水仕様に関する試験基準 

② ガス栓に係る推奨指標 

・浴室仕様ガス栓に係る推奨指標 

  ・屋外仕様ガス栓に係る推奨指標 

  ・ガス栓の耐久性に係わる推奨指標 

  ・ホースガス栓の安全機構に係わる推奨指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅲ．広報事業 
 

１．広報活動 

（１）広報資料の作成 

① LP ガス供給機器ニュース No.19 の発行 

自然災害（地震、水害）時における二次災害防止に有効なガス放出防止型高圧

ホースの普及促進のため、販売事業者等を対象に LP ガス供給機器ニュース

No.19「ガス放出防止型高圧ホース」を作成し、4 万部発行した。 

地域により、防止型ホースの認知度に大きな開きがあることから、普及の進ん

でいる東海地区や四国地区等を除いた地区への普及を図った。 

 

② LP ガス供給機器ニュース No.20 の発行 

電池切れ遮断機能を持たないマイコンメータが検満を超えて使用されることを

防止するため、確実な期限管理の必要があることを周知することを目的に、販

売事業者を対象とした LP ガス供給機器ニュース No.20「検満切れガスメータ

ーの一掃に向けて」を作成し、3 万部発行した。 

本ニュースは、電池切れ遮断機能をもたないマイコンメータが期限を超過した

場合、保安機能が停止することを周知するもの。 

 

③ LP ガス供給機器パンフレット Vol.20 の発行 

バルク用調整器は、その他の調整器より劣化が早いため、使用条件によっては

通常と異なる維持管理を行わないと安全が担保できないことを周知することを

目的に、販売事業者を対象とした LP ガス供給機器パンフレット Vol.20

「CHANGE NOW バルク用圧力調整器編」を作成し、3 万部発行した。 

本ニュースは、前年度に実施したバルク用調整器回収調査報告書を販売事業者

向けにまとめ直したもの。 

 

④ JLIA 手帳「保安業務のアドバイス手帳」の発行 

確実な供給設備点検、消費設備調査の実施により消費者の安全を担保すること

を目的に認定保安機関等の調査員を対象に作成した JLIA 手帳「保安業務のア

ドバイス手帳」を 5 万部発行した。 

本手帳は、一般家庭用の LP ガス供給・消費設備における供給機器を中心とし



 

た点検項目をイラストや写真とともにチェックリストとしてまとめ、保安点検

時における補助ツールとして編集したもの。 

業務委員会および全国地区会を通じて、保安講習会等で周知を図った。 

 

⑤ 立体操作モデル（マイコンメータ）の制作 

地震発生時にマイコンメータが自動遮断したことにより LP ガスを利用する一

般消費者が混乱することを防ぐため、一般消費者を対象にマイコンメータの保

安機能や復帰操作方法を紹介する立体操作モデルの制作に着手した。 

本立体モデルはガスを使用中に震度５相当以上の地震が発生した際に安全のた

めガスを遮断する機能と、ガスを再利用する際の復帰操作手順をボタン操作に

より体感できるようにしたもので、震動や電飾を用いて解りやすくした。 

次年度以降、全国各地で開催される展示会・防災展を通じて周知していく。 

 

⑥ マイコンメータ復帰操作 VTR の作成 

地震発生時にマイコンメータが自動遮断したことにより LP ガスを利用する一

般消費者が混乱することを防ぐため、一般消費者を対象にマイコンメータの保

安機能と復帰操作を紹介する VTR を制作した。 

一般消費者から販売事業者への問い合わせが殺到して混乱を招くことを避け、

災害後の復興活動を円滑に推進することが可能となる。 

大型地震発生時にテレビにて放映するものと、展示会・防災展で放映するもの

の 2 種類を制作しており、次年度以降、都道府県協会やテレビ局等を対象に PR

していく。 

 

（２）「会務報告」の発行 

会員に対し工業会活動の報告を行うため、各部会、委員会の会議記録、会議開催

状況、月次生産実績等について「会務報告」を通じて周知した。 

 

（３）ホームページの維持管理 

販売事業者や一般消費者への保安情報等の迅速な伝達を目的に、お知らせ、広報

資料、生産実績等を随時更新した。 

また、本年度は、お知らせページおよび Q&A ページを一般消費者対象のものと、

販売事業者対象のものに分け、情報伝達対象者の明確化を図った。 



 

（４）資料提供 

供給機器の普及啓発のため、各種資料を関係諸機関、業界紙等に随時提供した。 

 

２．教育事業 

販売事業者へ供給機器・安全機器に関する保安情報を伝達することを目的に、保

安に係る講演を行った。本年度の実施概要は以下の通り。 

① 平成 21 年度高圧ガス保安協会研究報告会 

日 時：平成 21 年 11 月 18 日（水） 町田市文化交流センター 

テーマ：バルク用大型調整器について 

講 師：西野 博夫 氏（技術委員会調整器分科会主査） 

参加者：メーカー、販売事業者等（約 150 名） 

 

② 平成 21 年度東京都液化石油ガス販売事業者・保安機関講習会 

日 時：平成 22 年 3 月 10 日（水） 多摩教育会館 

平成 22 年 3 月 18 日（木） 東京都庁 

テーマ：供給機器の安全確保について 

講 師：井出 登 氏（前技術委員長） 

参加者：販売事業者、保安機関等（2 会場合計・約 900 名） 

 

３．消費者相談事業 

一般消費者、販売事業者の相談窓口を事務局に設置し、質問等に対応した。本年

度は一般消費者、販売事業者、各県協会等から 31 件の問い合わせがあった。 

内容は、液石法に基づく解釈の問題、期限管理等に関するものが主であった。 

 

相 談 内 容 件 数 

法律に関するもの  8 件 

機器・設備に関するもの 18 件 

期限管理に関するもの  4 件 

そ の 他  1 件 

合 計 31 件 

 



 

Ⅳ．品質保証事業 
 

１．保証規程 

前年度に継続して会員企業は供給機器の正しい取扱いと設置方法、並びに保証規程

の遵守をメーカーの説明責任に基づいて取引の適正な慣例化に向けて周知した。 

 

２．生産物賠償責任保険 

保証規程の一部をなす生産物賠償責任保険の契約に関する業務を継続実施した。 

 

３．保証書等 

品質保証規程に基づき、保証書、取扱説明書、交換期限シール等を発行した。 

  発行枚数は、次表のとおりである。 

 

保証書、取扱説明書等 発行数量 

品 目 発行枚数 

保証書 12,836,900 
高圧ホース取扱説明書 569,000 

低圧ホース取扱説明書 232,000 

燃焼器用ホース取扱説明書 181,200 

配管用フレキ管取扱説明書 136,000 

交換期限表示シール（調整器） 2,901,150 

交換期限表示シール（高圧・低圧ホース） 1,791,350 

交換期限表示シール（ガス放出防止器） 16,150 

交換期限表示シール（ガス栓） 1,400,700 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅴ．地区会活動 
供給機器・安全機器に係る事故を防止することを目的に、販売事業者や一般消費者

に対し、製品の特徴や、適切な維持管理、安全な使用方法等を周知した。地区会特

別活動は平成 19 年度より 3 ヶ年計画で実施しており、本年度は全 10 地区会が活動

を行った。 

各地区における特別活動の概要は以下の通りである。 

 

＜平成 21 年度地区会特別活動概要＞ 

○北海道地区会 

活動内容 

① 北海道エルピーガス協会との定期合同会議の開催（4 回／年） 

② 期限管理に関する保安講習会（13 支部中 6 支部で実施） 

③ 自然災害の情報交換と対策の周知 

・自動切替調整器ユニオンの配管接続口 20A 化の推進 

・ガス放出防止型高圧ホースの推進 

④ ガス栓誤開放事故防止対策の推進 

・保安研修会で販売事業者に閉栓カバーを配布・説明 

実施効果 

・ガス放出防止型高圧ホースの採用が北海道内で増加した。 

 

○東北地区会 

活動内容 

① LP ガス快適・真心キャンペーンにおける一般消費者への保安周知（福島県） 

② 東北液化石油ガス保安協議会会員（業務主任者）への講習会実施（仙台、盛岡） 

 ③ 東北液化石油ガス保安協議会役員との合同会議開催 

実施効果 

・期限管理の重要性の認識向上および、 ガス栓誤開放対策に対する意識向上 

 

○関東地区会 

活動内容 

① 防災展における一般消費者への安全機器の周知（神奈川県、千葉県） 

② 8 都県市合同防災訓練における一般消費者への安全機器の周知 



 

③ 保安講習会で販売事業者へ期限管理促進の啓発活動を実施（豊島区、多摩地区） 

実施効果 

・一般消費者の安全機器への意識向上と安全性の理解向上 

 

○東海地区会、北陸地区会（合同） 

活動内容 

① 保安講習会における販売事業者への安全啓発（愛知県 8 会場） 

  ② 調査員講習会における保安調査員への安全啓発（愛知県 2 回） 

  ③ 消費者懇談会における消費者への安全啓発（6 会場） 

  ④ 展示会、防災展における一般消費者への安全啓発（4 回） 

実施効果 

・販売事業者との密接な関係の構築による情報収集力の向上 

 

○信越地区会 

活動内容 

  ① 保安講習会における販売事業者等への保安業務向上に向けた周知（長野県、新

潟県） 

② 安全・安心関連行事への参画による一般事業者への保安啓発 

実施効果 

・販売事業者における期限管理の必要性や機器の再使用による危険性等の意識向上 

     

○中国地区会 

活動内容 

① 各県協会との合同意見交換会の実施 

 ・非認定販売事業者の期限管理の取組みについて 

 ・ガス放出防止型高圧ホースに対する今後の活動について 

 ・誤開放防止用閉栓カバーサンプリング後の動向について 

  ② 保安講習会における、販売事業者への期限管理等の周知（鳥取県） 

実施効果 

・県エルピーガス協会間の情報交換による保安高度化意識の向上 

・販売事業者における期限管理に対する意識向上 

 



 

○四国地区会 

活動内容 

① 展示会、防災展における一般消費者への安全機器周知（高知県、香川県） 

② 四国 4 県 LP ガス協会との合同懇話会 

・業務用及び集合住宅の老朽設備に対する改善状況 

・消費者誤操作による事故撲滅への対策 

・地震対策についての取組み状況 

実施効果 

・一般消費者における安全機器への理解向上（特に地震対策としてのガス放出防止

型高圧ホースの機能等） 

 

○九州地区会 

活動内容 

① 沖縄県高圧ガス保安協会との保安高度化について合同懇談会開催 

    ・JLIA の活動紹介及びパワーポイントによる「期限管理」の重要性説明 

   ・一般消費者のガス栓誤開放事故防止策、ガス放出防止型高圧ホースの説明 

  ② 九州地区県エルピーガス協会（7 県）合同会議開催 

   ・調整器、マイコンメータの期限管理の必要性の周知 

・期限管理参考資料として出荷実績（地区別）配布 

実施効果 

・販売事業者団体における期限管理の必要性等に対する理解向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅵ．協力事業 
 

１．LP ガス安全促進協議会事業 

安促協は昭和 61 年 10 月にスタートした“安全器具普及運動”を支援するため、昭

和 63 年 4 月、ガス警報器工業会、金属フレキガスコネクター協会、日本ガスメー

ター工業会、(社)日本エルピーガス供給機器工業会の 4 団体で結成した。当工業会

は発足以来事務局を務め、本部方針の策定、支部会の指導、全国合同会議の開催、

構成 4 団体間の調整を行っている。 

本年度は、6 年目を迎えた(社)エルピーガス協会の「全国一斉 LP ガス保安高度化

運動」への支援・協力を最重点課題とする計画を策定し、以下の事業を実施した。 

（１）展示会、防災展等への協力 

（２）支部委員による県行政、協会等への訪問活動 

（３）期限管理に関する講習会 

（４）主要 3 品目（ガス警報器、マイコンメータ、調整器）四半期統計 

（５）安全高度化への対応 

（６）ホームページの運営 

なお、本年度に参加協力した展示会の開催回数は、以下の通りである。 

 

主催者 回数 

販売事業者（企業）関係 33 件  

都道府県 LP ガス協会関係 31 件  

行 政 庁 関 係 21 件  

消 防 関 係 3 件  

そ  の  他 4 件  

合  計 92 件  

 

２．全国一斉 LP ガス保安高度化運動への支援協力 

(社)エルピーガス協会が平成 16 年度より開始した「全国一斉 LP ガス保安高度化運

動」に対し、地区会特別活動を通じて支援協力を実施した。 

具体的には全国10地区会による都道府県LPガス協会への訪問活動や情報交換等を

通じて、安全高度化対応の周知啓発、特に期限管理の推進、ガス栓の誤開放事故防

止対策、雪害対策等について周知啓発を図る活動を展開した。 



 

３．関係諸機関への協力 

関係諸機関へ委員等を派遣し、その審議に参画した。 

 

（１）行政庁関係 

① 総合資源エネルギー調査会専門委員 

高圧ガス及び火薬類保安分科会 液化石油ガス部会 矢崎会長 

 

（２）高圧ガス保安協会（KHK） 

① 評議員会 ···············································································矢崎会長 

② LP ガス安全委員会··································································矢崎会長 

③ 安全委員会・実行委員会·····················································秋山専務理事 

④ 液化石油ガス規格委員会············································井出委員→増田委員 

⑤ 同・液化石油ガス器具等関係基準分科会·······················井出委員→増田委員 

⑥ 同・LP ガス設備設置基準等分科会 ········· 秋山専務理事、井出委員→増田委員 

⑦ LP ガス設備設置基準等解釈専門分科会 ·································秋山専務理事 

⑧ LP ガス事故調査検討委員会 ······················································井出委員 

⑨ LP ガス事故調査分科会····························································井出委員 

⑩ 事故データ等解析検討分科会·····················································井出委員 

⑪ 保安技術普及委員会···························································榎本事務局員 

⑫ 保安技術普及委員会・メールマガジン分科会··························榎本事務局員 

⑬ 保安専門技術者研修（CO 中毒事故防止技術研修講師）············榎本事務局員 

⑭ 集中監視による燃焼器自動識別システム開発研究委員会 ···········榎本事務局員 

⑮ 液化石油ガス義務講習分科会··············································榎本事務局員 

 

主たる審議内容は、KHK 運営に関する事業計画・事業報告、技術基準の制定・改

廃、一般消費者を対象とした安全高度化に係わる事業の推進、技術者研修・講師

派遣、事故解析、メールマガジンの作成など多岐に亘って評議員、委員として事

業に協力した。 

 

（３）(財)日本エルピーガス機器検査協会（LIA） 

① 理事会 ········································ 前口副会長→内海副会長、吉岡理事、 

                      丸茂理事、正示理事、秋山専務理事 



 

② 評議員会 ················································································· 15 名 

藤井理事、河村理事、浅野委員、井上委員、内村委員、 

河西委員、工藤委員、車谷委員、佐藤委員、新谷委員、 

高野委員、津野委員、古林委員、山﨑委員、山本委員 

③ マネジメントシステム審査登録制度運営委員会······················ 秋山専務理事 

④ 検査規程等検討委員会······················································· 榎本事務局員 

⑤ JIS 認証運営委員会 ·························································· 榎本事務局員 

主たる審議内容は、LIA の運営に関する事業計画・事業報告、マネジメントシステ

ム・JIS 認証、検査規程類の改廃などについて理事・評議員、委員として事業に協

力した。 

 

（４） 日本 LP ガス団体協議会（日団協） 

① サミット ···············································································矢崎会長 

② 理事会 ························· 矢崎会長、前口副会長→内海副会長、秋山専務理事 

③ 政策委員会 ······································································秋山専務理事 

④ 需要開発委員会·································································秋山専務理事 

⑤ 防災委員会 ······················································· 正示理事、田村事務局員 

⑥ 広報委員会 ······································································田村事務局員 

⑦ 保安委員会 ·····························································井出委員→増田委員 

⑧ 同・高圧部会 ·········································································三宮委員 

⑨ 同・液石部会 ········································ 井出委員→増田委員、神宮司委員 

⑩ 同・FRP 容器設置基準 WG········································井出委員→増田委員 

⑪ 同・FRP 容器普及促進 WG·················································秋山専務理事 

⑫ 災害時緊急連絡本部会議································ 秋山専務理事、水越事務局員 

⑬ 石油ガス販売事業者構造改善支援事業審査委員会 ····················田村事務局員 

 

主たる審議内容は、日団協の運営に関する事業計画・事業報告、各委員会の政策・

需要開発・広報・防災・保安などについて理事、委員として事業に協力した。 

また、補助金事業では、災害バルクの普及促進などや防災訓練にも参画した。 

 

 

 



 

（５）(財)エルピーガス振興センター 

① 理事会 ··················································································矢崎会長 

② 評議員会 ·········································································秋山専務理事 

 

主たる審議内容は、振興センターの運営に関する事業計画・事業報告、災害時重要

施設へのエネルギー供給、都市ガス事業との連携等についての調査研究などについ

て理事・評議員、委員として事業に協力した。 

 

（６）(社)日本エルピーガスプラント協会 

① 技術委員会・バルク貯槽分科会···································井出委員→増田委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅶ．その他事業 
 

１．JLIA 規程の見直し 

消費者庁の新設に伴い重大事故は消費者庁へ届出することになったため、JLIA 規

則－7・1「LP ガス事故の連絡に関するガイドライン（フロー案 11）」を見直し、

会員企業へ周知した。 

また、消費者庁からの指導により、JLIA 規程－3「組織および運営規程」を見直し、

消費者対策における予防保全委員会の位置付けと役割を明確にした。 

 

２．法定手続 

液石法に基づく LP ガス器具等の製造及び製造事業者に関する法定手続きのうち主

要なものについて、その確実な履行と会員企業の便宜を図るため、当会を経由して

書類提出を行うとともに写しを保存した。 

当会経由で履行した法定手続きは、次のとおりである。 

① 法第 43 条（変更の届出） 

事業届出事項変更届出書···································································10 件 

② 法第 44 条（廃止の届出） 

液化石油ガス器具等製造事業廃止届出書················································2 件 

 

３．40 周年記念事業に関する件 

平成 21 年に本会の 40 周年を迎えたため、40 周年記念事業として、記念講演会お

よび記念パーティを開催した。 

開催日：平成 21 年 11 月 10 日 

  場 所：グランドプリンスホテル新高輪 

  講 演：「政界の構造転換と日本の進路を考える」 

  講 師：寺島 実郎 氏（(財)日本総合研究所 会長） 

  参加者：講演会 129 名、記念パーティ 230 名 

 

４．公益法人制度改革に関する件 

公益法人改革への対応のため、一般社団法人への移行に伴う情報収集や事業仕分け

等の作業を行った。次年度も引き続き検討・作業を行い、平成 23 年度中の申請を

目指す予定。 



 

Ⅷ．報告事項 
 

１．会議開催状況 

本年度の会議開催状況は、以下のとおりである。 

開 催 会 議 回 数 

通 常 総 会 1 回 

理 事 会 6 回 

調 整 器 部 会 0 回 

ガ ス 栓 部 会 2 回 

ホ ー ス 栓 部 会 1 回 

安 全 機 器 部 会 6 回 

委 員 長 連 絡 会 議 2 回 

総 務 委 員 会 関 係 4 回 

技 術 委 員 会 関 係 40 回 

事 業 促 進 委 員 会 関 係 6 回 

業務委員会 正副委員長会関係 7 回 

予 防 保 全 委 員 会 0 回 

地 区 会 関 係 24 回 

4 0 周 年 記 念 講 演 会 1 回 

工 業 会 会 議  合  計 100 回 

安 促 協 会 議  合  計 5 回 

関 連 会 議  合 計 161 回 

 

２．会員数 

本年度は、入会 1 社で、期末の会員数は次のとおりである。 

入会 株式会社タケチ  

 

   期末会員数  正 会 員   51 社 

        賛助会員   2 社 

 

 

 



３．会員名簿（平成21年4月1日現在）

正　会　員

 鈴木　登  代表取締役社長

 内海　二郎  代表取締役

 伊藤　照夫  代表取締役

 内村　勝  専務取締役

 恩田　由紀  代表取締役社長

 丸茂　等  代表取締役社長

 小西　康夫  取締役社長

 千葉県千葉市美浜区中瀬1-10-1

 堀田　康之  代表取締役社長

 岐阜県各務原市前渡西町912-5

 長谷川　尊昭  参与　総務部長

 大阪府大阪市西区千代崎3-1-3

 井波　明  代表取締役社長

 東京都豊島区北大塚1-14-3 大塚淺見ビル

 岩井　昌秋  代表取締役社長

 東京都品川区豊町4-20-14

 大山　忠一  代表取締役会長兼社長

正会員　　５０社

賛助会員　　２社

 大阪高圧ホース株式会社

 岐阜富士工器株式会社

 伊藤鉄工株式会社

 愛知時計電機株式会社

 伊藤工機株式会社

所 在 地 （ 会 員 代 表 者 の 登 録 住 所 ）
名　　　称

本 会 に 対 す る 代 表 者 氏 名 及 び 役 職 名

 愛知県名古屋市熱田区千年1-2-70

 大阪府東大阪市箱殿町10-4

 愛知県碧南市道場山町1-70

 株式会社金門製作所

 光陽産業株式会社

 大阪府大東市新田中町7-26

 岐阜県関市広見851-3

 神奈川県横浜市神奈川区栄町1-1 アーバンスクエア横浜８Ｆ

 兵庫県小野市匠台6

 株式会社オンダ製作所

 株式会社桂精機製作所

 株式会社神菱

 株式会社キッツ

 株式会社協成



 大阪府大阪市淀川区三津屋中3-1-1

 櫨山　慶次  代表取締役

 埼玉県川口市栄町1-17-14

 今村　保國  代表取締役社長

 愛知県春日井市掘ノ内町北一丁目850

 小島　章裕  事業所長

 大阪府岸和田市田治米町153-1

 名取　信一  代表取締役社長

 福島県白河市表郷深渡戸字大山11-16

 籏生　哲哉  代表取締役社長

 愛知県西加茂郡三好町大字莇生字辰己山102

 志水　登  代表取締役社長

 兵庫県神戸市中央区脇浜町3-6-9

 荻田　俊一  生活用品統括部　販売促進部長

 神奈川県綾瀬市深谷上8-12-7

 藤本　國勝  代表取締役

 愛知県名古屋市中村区那古野1-47-1 名古屋国際センタービル22Ｆ

 石見　光久  代表取締役社長

 京都府京都市西京区御陵谷町35-11

 高橋　卓也  代表取締役

 大阪府大阪市阿倍野区北畠1-21-3

 瀧本　博  代表取締役

 兵庫県朝来市和田山町久留引84-10

 上原　雅夫  代表取締役社長

 愛知県愛知郡東郷町大字春木字蛭池1

 相羽　繁生  代表取締役社長

 東京都中野区中野4-2-1 山忠ビル8Ｆ

 正示　明  代表取締役

 富山県射水市本江2795

 水越　靖  代表取締役社長

 長野県松本市和田3967-10

 土田　泰秀  代表取締役社長

 株式会社多田スミス

 株式会社東郷製作所

 東洋オートメーション株式会社

 株式会社瀧本金属製作所

 大洋技研工業株式会社

 高橋産業株式会社

 住友ゴム工業株式会社
（旧ＳＲＩハイブリッド㈱）

 ゼブラ工業株式会社

 白河精機株式会社

 進興金属工業株式会社

 シーケーディ株式会社

 ＪＦＥ継手株式会社

 国産バネ工業株式会社

 株式会社サンコー

 東洋ガスメーター株式会社

 東洋計器株式会社



 長野県茅野市金沢字茂佐久保5125

 長田　行雄  代表取締役社長

 大阪府大阪市西区南堀江4-2-5

 十川　勝  代表取締役社長

 東京都品川区大井1-20-6 住友大井町ﾋﾞﾙ北館

 渥美　静夫  代表取締役社長

 神奈川県横浜市港北区新羽町673-1

 會田　俊雄  代表取締役

 東京都小金井市中町3-25-11

 高橋　清  代表取締役

 大阪府大阪市此花区春日出南3-2-10

 森田　耕二  代表取締役社長

 東京都品川区西五反田5-22-13

 浜井　三郎  代表取締役社長

 東京都港区芝浦1-2-1 シーバンスＮ館

 徳永　正道  事業役員　配管機器ｶﾝﾊﾟﾆｰ　ﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ

 三重県三重郡朝日町小向200

 徳永　正道  取締役社長

 京都府京都市南区上鳥羽花名18-1

 藤井　康孝  代表取締役専務

 愛知県名古屋市中区新栄2-9-11

 前口　元彦  代表取締役会長

 東京都中央区八重洲1-6-6 八重洲ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ　10F

 赤塚　六弘  ﾎｰｽ販売促進部　部長

 長野県安曇野市穂高2658

 井澤　厚  代表取締役社長

 滋賀県長浜市東上坂町242-5

 松井　定則  代表取締役社長

 東京都中央区銀座西1-2 高速道路ビル

 高井　洋  代表取締役社長

 東京都港区三田1-4-28 三田国際ビル17F

 矢崎　裕彦  代表取締役会長

 東洋バルヴ株式会社

 株式会社十川ゴム

 ニッケイ株式会社

 株式会社にっしん

 株式会社日豊

 株式会社ハーマンプロ

 株式会社ハマイ

 日立金属株式会社

 日立バルブ株式会社

 株式会社藤井合金製作所

 富士工器株式会社

 株式会社ブリヂストン

 株式会社穂高製作所

 マツイ機器工業株式会社

 株式会社宮入バルブ製作所

 矢崎総業株式会社



 東京都港区新橋5-36-11

 渡辺　浩一  ホース配管販売部　部長

 岐阜県瑞穂市別府1651-1

 吉田　憲一  代表取締役

 長野県諏訪市大字四賀赤沼1823

 三浦　浩  諏訪事業所　部長

 愛知県岡崎市井田町3-69

 山内　雅夫  常務執行役員　計量・計測事業本部長

 東京都新宿区西新宿7-15-10 井上ﾋﾞﾙ201

 西岡　美和  代表取締役

 大阪府大東市氷野4-1-25

 岩谷　達郎  代表取締役

賛 助 会 員

 東京都中央区八丁堀4-3-1

 高島　隆  代表取締役社長

 東京都大田区仲池上2-9-4

 森　憲司  カプラ本部　本部長

※本年度中の異動は次のとおりである。

入　会

 大阪府吹田市朝日が丘町15-2

 池端　早苗  代表取締役社長

退　会

白河精機株式会社

代表者変更

岐阜富士工器株式会社 前口　庄一郎 代表取締役社長

進興金属工業株式会社 志水　嘉津彦 代表取締役社長

株式会社十川ゴム 十川　利男 代表取締役社長

 横浜ゴム株式会社

 株式会社吉田製作所

 株式会社ＬＡＤＶＩＫ

 リコーエレメックス株式会社

 日東工器株式会社

 ロタレックス・ジャパン株式会社

 株式会社ロック製作所

 株式会社タケチ

本 会 に 対 す る 代 表 者 氏 名 及 び 役 職 名

 株式会社シバタ

名　　　称
所 在 地 （ 会 員 代 表 者 の 登 録 住 所 ）



富士工器株式会社 清水　昇 専務取締役　製造・購買部門統括

株式会社宮入バルブ製作所 佐野　邦男 代表取締役社長

横浜ゴム株式会社 小山　寛人 工業品販売本部　ﾎｰｽ配管販売部長

株式会社ＬＡＤＶＩＫ 澤野　光明 諏訪事業所　部長

リコーエレメックス株式会社 河村　哲二 理事　機器販売事業部長



４．役員名簿（平成２1年４月１日現在）

役 員 名 氏    名 会社名

理　　事
（会　長）

矢  崎  裕  彦 矢崎総業株式会社

理　　事
（副会長）

前  口  元  彦 富士工器株式会社

理　　事
（副会長）

井  澤      厚 株式会社穂高製作所

理　　事
（副会長）

内  海  二  郎 伊藤工機株式会社

理　　事
（専務理事）

秋  山      利 社団法人日本エルピーガス供給機器工業会

理　　事 大  山  忠  一 光陽産業株式会社

理　　事 正  示      明 東洋オートメーション株式会社

理　　事 藤  井  康　孝 株式会社藤井合金製作所

理　　事 丸  茂      等 株式会社桂精機製作所

理　　事 山　内　雅　夫 リコーエレメックス株式会社

理　　事 吉　岡　邦　明 矢崎総業株式会社

監　　事 池  上  孝  敏 池上税理士事務所

監　　事 伊　藤　照　夫 伊藤鉄工株式会社

監　　事 長 谷 川 尊 昭 岐阜富士工器株式会社

※本年度中の交替は、次のとおりである。

理　　事 前口　元彦　→　清水　　昇

理　　事 山内　雅夫　→　森井　伸行　→　河村　哲二

監　　事 池上　孝敏　→　鈴木　幸雄

監　　事 長谷川尊昭　→　岩井　昌秋
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ＬＰガス一般消費者事故集計表（平成２１年）

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

78 87 90 120 105 105 219 239 232 185

(10) (4) (3) (9) (6) (1) (2) (5) (4) (9)

26 51 35 48 47 50 131 107 92 79

　（容器・容器バルブ） (6) (3) (9) (13) (10) (9) (8) (13) (14) (18)

　（調整器） (5) (22) (6) (13) (9) (12) (60) (22) (21) (14)

　（高圧ﾎｰｽ・集合装置・ﾒｰﾀ） (5) (9) (8) (8) (6) (7) (19) (18) (26) (9)

　（バルク・付属機器等） (0) (0) (0) (3) (3) (2) (8) (14) (4) (4)

　（供給管） (10) (12) (8) (11) (17) (20) (33) (35) (26) (30)

　（その他） (0) (5) (4) (0) (2) (0) (3) (5) (1) (4)

47 32 53 63 49 53 81 129 136 101

　（配　管） (4) (5) (6) (3) (5) (7) (14) (7) (15) (11)

　（末端ガス栓） (6) (2) (3) (7) (5) (3) (11) (18) (22) (10)

　（金ﾌﾚ・低圧ﾎｰｽ・ｺﾞﾑ管） (10) (2) (13) (9) (4) (7) (15) (15) (19) (16)

　（燃焼機器等） (26) (22) (27) (36) (33) (34) (32) (87) (78) (62)

　（その他） (1) (1) (4) (8) (2) (2) (9) (2) (2) (2)

5 4 2 9 9 2 7 3 4 5

24 21 28 33 33 31 23 66 77 48

5 7 8 11 6 7 16 16 4 8

9 14 14 28 20 20 28 65 60 38

3 4 4 2 6 5 7 7 5 6

0 2 1 0 1 1 1 2 3 3

4 16 3 8 4 24 81 6 11 7

33 23 32 38 35 17 63 77 72 75

78 87 90 120 105 105 219 239 232 185

（経済産業省）

合　　　　　　計

　年

　　販売店

　　設備工事業者等

　　充てん事業者

　　自然災害

その他・不明

　　消費者

　　消費者・販売店

〔別表１〕

発
　
生
　
箇
　
所
　
別

原
　
因
　
者
　
別

　件　　　　数

　（内B級事故）

供給設備合計

消費設備合計

　　その他・不明



〔別表２〕

ＬＰガス需要量実績と見通し（平成２１年度）

実績
実績

見込み

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

1 家庭業務用 7,404 7,238 7,230 7,257 7,229 7,169 7,107

2 工業用 3,783 3,694 3,846 3,962 3,994 4,039 4,099

3 都市ガス用 789 784 782 1,180 1,361 1,541 1,746

4 自動車用 1,462 1,389 1,367 1,318 1,273 1,233 1,194

5 化学原料用 3,051 3,271 3,283 3,321 3,412 3,480 3,421

6 電力用 631 267 266 266 266 266 266

17,120 16,643 16,774 17,304 17,535 17,728 17,833

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

1 家庭業務用 43% 43% 43% 42% 41% 40% 40%

2 工業用 22% 22% 23% 23% 23% 23% 23%

3 都市ガス用 5% 5% 5% 7% 8% 9% 10%

4 自動車用 9% 8% 8% 8% 7% 7% 7%

5 化学原料用 18% 20% 20% 19% 19% 20% 19%

6 電力用 3.7% 1.6% 1.6% 1.5% 1.5% 1.5% 1.5%

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

（資源エネルギー庁）

需　要　量

合　　計

（単位：千トン）

構　成　比

合　　計

見通し


